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令和 4度 長農振`第 324号

南浜養魚施設構造物解体工事

仕 様 書

長浜市産業観光部森林田園整備課

(長浜市産業観光部農業振興課)
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特 記 仕 様 書

工事番号

工 事 名

工事場所

令和4年度 長農振第324号
南浜養魚施設構造物解体工事

長浜市南浜町

第 1条 本工事の施工にあたつては、「一般土木工事等共通仕様書 (令和 2年 4月滋賀県)」
(以下「共通仕様書」という。)および「一般土木工事等共通仕様書付則 (令和2年 4

月滋賀県土木交通部)」 (以下「付則」という。)および本特記仕様書によるものとす
る。

第 2条 共通仕様書ならびに付則において、「様賀県が発注する土木工事等」は「長浜市
が発注する土木工事等」に、「滋賀県建設工事請負契約約款」は「長浜市建設工事請負

契約約款」に、「滋賀県建設工事監督要領」は「長浜市建設工事監督要領」に、「滋賀

県建設工事検査要領」は「長浜市工事検査規程」に、それぞれ読み替えるものとする。

第 3条  「公共工事の入札および契約の適正化の促進に関する法律」の徹底を図り、適正
な施工体制を確保するためて現場代理人および主任 (監理)技術者と受注者との直接的
な雇用関係の確認を行う。     |

1。 「配置予定技術者等届」を入札後、契約締結までに提出すること。なお現場代理人お

よび主任 (監理)技術者と受注者との直接的な雇用関係を確認できるもの (社会保険、

雇用保【父の写し等)を添付すること。
2.専任の主任技術者および監理技術者は、入札執行日以前、 3箇月以上の雇用関係にあ
ること。

3.長浜市建設工事請負契約約款 (以下「約款」という。)第 10条第 3項の規定に基づ

く現場代理人の常駐義務を緩和する期間および本工事における現場代理人が他のI事
の現場代理人を兼務できる条件は、別に定める「※長浜市現場代理人の常駐に関する運

用基準」による。

※長浜市現場代理人の常駐に関する運用基準

長浜市ホームページ

httsイ /Ⅵ町w,ciⅢ .na宜趾□盟■1宣!沌砲Q00001587.h位述

4.主任技術者の資格は以下のとおりとする。
(1)建設業法 (第 26条)による主任技術者の資格は、以下のとおりである。
1)実務経験年数による場合は、経歴書を提出すること。
①大学卒 〔指定学科〕   3年 以上の実務経験
②高校卒 〔指定学科〕   5年 以上の実務経験
③そ の 他       10年 以上の実務細験



2)資格等による場合は、資格者証の写しを添付すること。
①建設業法「技術検定」

5.当該工事における現場代理人と主任 (監理)技術者を兼ねることができる。
6.現場代理人は、建設業法第 7条第 1項第2号に定められた技術者 (営業所における専
任の技術者)でないこと。

第4条 長浜市の発注する建設工事等における暴力団員等による不当介入の排除について
(「不当介入に関する通報制度」の徹底について)

1.受注者は、暴力団員等 (暴力団の構成員及び暴力団関係者、その他市発注工事等に対
して不当介入をしようとするすべての者をいう。)による不当介入 (不当な要求又は業
務の妨害)を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があつた時
点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うものとする。

2.受注者は前項により通報を行つた場合には、速やかにその内容を記載した通報書 (別
紙様式第 1号)により所轄警察署に届け出るとともに、監督職員に報告するものとする。

また、請負者は、以上のことについて、下請負人 (再委託の協力者を含む)に対して、
十分に指導を行うものとする。

3.受注者は、暴力団員等による不当介入を受けたことが明らかになり、工程等に被害が
生じた場合は、監督職員と協議するものとする。

第 5条 主任技術者又は監理技術者を専任すべき工事において専任を要しない期間

1.請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間 (現場事務所の設置、資機材の搬
入又は仮設工事等が開始されるまでの期間)については、主任技術者又は監理技術者の
工事現場への専任を要しない。

なお、現場施工に着手する日については、請負契約の締結後、監督職員との打合せに

おいて定める。

2.約款第30条第 1項の規定に基づく完成した旨の通知を受け、監督員が完成確認した
翌日から契約期間満了までの期間については、主任技術者又は監理技術者の工事現場へ

の専任を要しない。

なお、日程の都合上、契約工期満了後に検査が行われる場合は、契約工期満了後の監

理技術者等の工事現場への専任を要しない。

第 6条 本工事の施工にあたつては、環境に与える影響を十分認識し、適切な環境配慮を
行 うため特記事項を遵守し施工することき

第 7条 共通仕様書および付則に姑する特記事項は、次のとおりとする。



記

第 1編 共 通 編

第 1章 総 則

第1節 総 則

1-1-1-3 設計図書の照査等
受注者は、施工前及び施工途中において、自らの負担により約款第17条第 1項第 1号
から第5号に係る設計図書の照査を行い、該当する事実がある場合は、監督職員にその事

実が確認できる資料を書面により提出し、確認を求めなければならない。

確認できる資料とは、現地地形図、設計図との対比図、取合い図、施工図等を含むもの

とし、監督職員から更に詳細な説明または書面の追加の要求があつた場合は従わなければ

ならない。

なお、受注者は、設計図書の照査を行わないで現場に着手してはならず、該当する事実

がない場合でも、設計図書の照査に関する測量結果等の資料を監督職員に提出すること。

1-1-1-4 施工計画書
施工計画書の作成にあたつては、「施工計画書作成要領 (案)」 によるものとするが、

下記事項及び共通仕様書により別途規定がある場合は、その内容を追記するものとする。

また、監督職員がその他の項目について補足を求めた場合も、同様とする。

ただし、当初請負代金額が250万円未満の工事については、「計画工程表」、「現場
組織表」、「主要資材」、「緊急時の体制及び武穏」及び 「再生資源の利用の促進と建設

副産物の適正処理方法」を提出するものとする。

1.(11)交 通管理
受注者は、「施工計画書作成要領 (案)」 を参考に、必ずダンプ トラック等の過積載防止

対策について記載するものとする。

2.(14)再 生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法
再生資源利用計画書等の作成について

受注者は、工事を施工する場合において、「土木請負工事必携 (令和 2年 4月 近畿地方整

備局)、 9.建設副産物適正処理推進要綱、10。 再生資源の利用の促進について」により、

再生資源利用計画書等を作成し監督職員に提出するものとする。

なお、計画書は施工計画書に含めて提出するものとする。

1-1-1-5 コリンズ (CORINS)へ の登録
受注者は、受注時または変更時において工事請負代金額が500万円以上の工事につい
て、工事実績情報システム (コ リンズ)に基づき、受注 守変更・完成・訂正時に工事実績

情報として作成した「登録のための確認のお願い」をコリンズから監督職員にメール送信



し、監督職員の確認を受けたうえ、受注時は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き10
日以内に、登録内容の変更時は変更があつた日から土曜日、日曜日、祝日等を除き 10日

以内に、完成時は工事完成後、土曜日、日曜日、祝日等を除き 10日 以内に、訂正時は適

宜登録機関に登録をしなければならない。

登録対象は、工事請負代金額 500万円以上の全ての工事とし、受注 1変更 。完成 。訂
正時にそれぞれ登録するものとする。

なお、変更登録時は、工期、技術者に変更が生じた場合に行うものとし、工事請負代金

のみ変更の場合は、原則として登録を必要としない。

また、登録機関発行の「登録内容確認書」はコリンズ登録時に監督職員にメール送信さ

れる。

なお、変更時と工事完成時の間が 10日 間 (土曜日、日曜日、祝日等を除く)に満たな
い場合は、変更時の登録申請を省略できる。

1-1-1=7 工事用地等の使用
受注者は、民地へ立入る場合、民地を工事用地にする場合には、必ず地権者および居住

者の了解を得ること。

1-1-1-8 工事の着手
受注者は、特記事項に定めのある場合を除き、特別な事情がない限り、契約書に定める

工事始期日以降30日以内に工事着手しなければならない。

1-1-1,9 工事の下請負
共通仕様書において、「滋賀県の工事指名競争参加資格者である場合には」とあるのは
「長浜市の建設工事競争入札参加資格者である場合には」と読み替えるものとする。

1-1-1-18 建設副産物

1.建設発生土の利用について
本工事に使用する埋戻し材については、購入土を使用する。

建設発生土を使用するには品質が適正なものであるか確認し、監督職員と協議のうえ

使用するものとする。

なお、工事着手前に再生資源利用計画書を作成し、完成時に計画の実施状況を監督職

員に指定様式で報告すること。

2.建設廃棄物の処分につぃて
工事着手時に再生資源利用計画書を作成し、完成時に計画の実施状況を監督職員に指

定様式等で報告すること。

【建設副産物適正処理推進要綱】

(1)再資源化施設への搬入
本工事から発生するコンクリート塊、アスファルトコンクリート塊及び建設発生木

材 (伐採材の枝葉、'伐根材)は、最寄りの再資源化施設に搬入するものとする。



(再資源化への適切な措置)

再資源化等をする施設の名称及び所在地

廃棄物の種類 施設の名称 所在地 受入時間

コンクリT卜免(有効 湖北総合開発蜘 彦根市甲田町 8時 00分～17時 00分

上表については、積算上の条件明示であり、再資源化施設を指定するものではない。

なお、受注者の想定する施設と異なる場合においても設計変更の対象としない。

ただし、現場条件や数量の変更等、受注者の責によるものでない事項についてはこの限

りではない。

なお、建設廃棄物の処理にあたつては現場 (作業所)に廃棄物処理責任者 (支店には廃

棄物処理総括責任者)を定めるとともに、下記の書類を添付すること。
イ.産業廃棄物処理委託契約書の写し
口.産業廃棄物処理業許可証の写し
ハ.再資源化施設への経路地図及び施設の写真
二.再生資源利用 〔促進〕計画書 (実施書)
また、運搬車両毎にマニフェストぐ積荷目録)を発行し、搬出完了後はヤユフェスト(D

表)の写しを提出すること。

(2)再資源化施設への搬入車両
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則」改正に伴い、産業廃棄物収集運搬

車に係る標示及び書面備え付けが義務づけられたことにより、別紙のとおり対応し、

運搬車両毎に写真撮影を行い、監督職員に提出するものとする。

3.特定建設資材の分別解体等。再資源化等への適切な措置
受注者は、工事に使用する特定建設資材および工事に伴い排出する特定建設資材廃棄

物については、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」 (平成 12年度法律
第104号)および「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」 (昭和45年度法律第13
7号)を遵守し、分別解体等および再資源化等を実施するものとする。

特定建設資材

コンクリート 現場打ちコンクリー ト (無筋コンクリー ド、鉄筋コンクリエ

ト、PCコ ィクリ■ 卜、鉄骨鉄筋コンクリー ト等)、 無筋P
ンクリー トニ次製品

鉄およびコンクリー ト

から成る建設資材

有筋のコンクリートニ次製品 (鉄筋コンクリートニ次製品、

PCヨ ンクリートニ次製品、鉄筋コンクリートニ次製品、鉄

骨鉄筋量ンクリートニ次製品)

アスファル ト・コンクリー ト アスファル ト混合物

糀 木材製品



・特定建設資材廃棄物

コンクリー ト免

アスファル ト・コンクリー ト塊

建設発生木材

(1)姑象建設工事の請負契約に係る書面の記載   :
受注者は別に定める様式に分別解体等の方法および解体工事に要する費用、再資源

化等をするための施設の名称および所在地、再資源化等に要する費用を記載し、契約

までに監督職員に説明を行い、同意を得ること。

(2)受注者は再資源化等が完了した年月日および再資源化等をした施設の名称および所
在地く再資源化等に要した費用等を再資源化等報告書に記載し、監督職員に提出する

こと。

4.建設副産物情報交換システムについて
本工事は、建設副産物情報交換システム (CoBRIS)の 登録対象工事であり、受注
者は施工計画書作成時、工事完了時および登録情報の変更が生じた際は、速や力Чこ当該シ

ステムのデータ入力または更新を行うこと。

また、受注者は、COBRISに より出力した再生資源利用 [促進]計画書 (実施書)
を監督職員に提出するものとする。

1-1-1-24 履行報告書
受注者は、工事履行報告書の提出を要しない。

1-1-1-26 工事中の安全確保
(地下埋設物件の事故防止)

1,受注者は、工事の施工にあたつて予想される地下埋設物件は、管理者と現地立会のう
え、当該物件の位置 i深さを確認し、保安対策について十分打合せを行い、事故の発生

を防止すること。

なお、保安対策の打合せを行つたときは、「立会打合せ調書」に立会者の押印を求め、

特に監督職員から調著様式の指示がなければ、次の様式を用いて(調書の写しを監督職

員に提出するものとする。

工事場所 市道

自

線

至

延長 m 打合せ内容

占 有 者

工事受注者

所属職洛 立会者名
ロ
ド
Ｅ
ト



2.受注者の責により地下埋設物に損害を与えた場合は、すみや力Чこ監督職員に報告する
とともに関係機関に連絡し、応急措置をとり、受注者の負担によりこれを補修しなけれ

ばならない。

3.受注者は、埋設物件等の管理者不明のものがある場合は、監督職員に報告し、その処
置については、占用企業者全体の立会を求め、管理者を明確にしなければならない。そ

の結果未使用の管の処置を受注者が企業者より依頼を受けた場合には、文書によつてそ

の責任を明確にしておかなければならない。

(近接施工)

受注者は、配電線及び送電線等付近で作業をする場合は事前に関西電力l抑事業所等と事

故防止対策について協議すること。

(道路付属物ならびに占用物件の処置)

受注者は(工事施工のために支障となる道路の付属物並びに占用物件がある場合には、
その処置について予め設計図書に関し監督職員と協議するものとする。

(安全訓練等)

(1)安全・訓練等の実施
本工事の施工に際し、現場に即した安全・訓練等にっいてく下記の項目から実施内

容を選択し安全 ▲訓練等を実施するものとする。

1.安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育
2.当該工事内容等の周知徹底
3.工事安全に関する法令、通達、キ静十等の周知徹底
4。 当該工事における災害対策訓練

5。 当該工事現場で予想される事故紺策

6,その他、安全・訓練等として必要な事項

(2)安全・訓練等に関する施工計画の作成
受注者は、工事の内容に応じた安全教育および安全訓練等の具体的な計画を作成し、

施工計画書に記載して、監督職員に提出しなければならない。

(3)安全・訓練等の実施状況報告
受注者は、安全教育および安全訓練等の実施状況について、ビデオ等または工事報

告等に記録した資料を整備および保管し、監督職員の請求があつた場合は直ちに提示

するものとする。

1-1-1二 30 環境対策
(低騒音型・超低騒音型の使用)

① 本工事箇所は、特に生活環境を保全する必要がある地域であるので、施工にあたつ
ては、低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規程 (国土交通省告示、平成13



年4月 ‐9日 改正)に基づき指定された建設機械を使用すること。
② 本工事において表 1-1二 1に示す一般工事用建設機械を使用する場合は、「特定
特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律 (平成 17年法律第51号)」 に基づく技術
基準に適合する機械、または、「排出ガス対策型建設機械指定要領 (平成3年 10月

8日付建設省経機洗第249号)」 、「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規
程 (平成 18年 3月 17日付け国土交通省告示第348号)」 もしくは「第 3次排出ガ
ス対策型建設機械指定要領 (平成 18年 3月 17日付国総施第215号 )」 に基づき指
定された排出ガス姑策型建設機械を使用しなければならない。

ただし、平成 7年度建設技術評価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開

発」、またはこれと同等の開発目的で実施された民間開発建設技術の技術審査・註明事

業もしくは建設技術審査照明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着した建設

秘毛械についても、排出ガス対策型建設機械と同等と見なすことができる。

ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議するものとする。

排出ガス封策型建設機械を使用する場合、現場代理人は施工現場において使用する

建設機械の写真撮影を行い、監督職員に提出するものとする。

表
1-1-1

機   種 備   考
一般工事用建設下幾械
。バックホウ

・ トラクターシ当ベル (車輪式)

・ブル ドーザ

・発動発電機 (可搬式)ィ

・空気圧縮機 (可搬式)

・油圧ユニット (以下に示す基礎工事用機械のうち、ベー不

マシーンとは別に、独立したディーゼルエンジン駆動の油

圧ユニットを搭載しているもの ;油圧ハンや、バイブロハン

マ、油圧式鋼管圧入・ラ1抜機、油圧式杭圧入 。31抜機、アー

スオーガ、オールケ‐シング掘削機、リバーネサーキュレー

ションドリル、アース ドリル、地下連続壁施工機、全回転迎

オールケーシング掘削機 )

・ロー ドローラ、タイヤローラー、振動口‐ラー

・ホイルクレーン

ディーゼルエンジン (エンジン

出力 7.5kW以上 260 kW以下)を

搭載した建設機械に限る。

ただし、道路運送車両の保安基

準に排出ガス基準が定められて

いる自動車で、有効な自動車検査

証の交付を受けているものは除

く。

・オフロー ド法の基準適合表示が付されているもの又は特定特殊自動車確認証の交付を受け

ているもの

・づ信出ガス対策型建設機械として指定を受けたもの



1-1-1-32 交通安全管理
(安全対策費)

安全対策については、交通誘導員を計上しているが、道路管理者及び所轄警察署との

打合せの結果により変更等が生じた場合は設計図書に関しては監督職員と協議するもの

とし、設計変更の対象とする。

また、条件変更及び受注者にて特に必要と認めた場合は、その対策等について設計図

書に関して監督職員と協議するものとし、設計変更の対象とする。

(安全施設類)

標識類、防護柵等の安全施設類については、現場条件に応じて設置する他、道路管理者

及び所轄警察署並びに地元自治会と打合せを行い実施するものとする。

道路保安施設設置基準 (案)以上の保安施設類が必要な場合、設計図書に関して協議す

るものとし、設計変更の対象とする。

(交通誘導員の有資格)

交通誘導員については、下表のとおり計上しているが、道路管理者及び所轄警察署の打

合せ結果又は、条件変更等に伴い員数に増減が生じた場合は設計図書に関して監督職員と

協議するものとし、設計変更の封象とするも

なお、交通誘導員AおよびBと は、公共工事設計労務単価に定める職種の定義による。

※交通規制を行 う工種

埋戻、構造物取壊し工

(交通安全法令の遵守)

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交通の安全について、監

督職員、道路管理者および所轄警察署と打合せを行うとともに、道路標識(区画線および

道路標示に関する命令 (平成26年 5月 26日 改正 内閣府 。国土交通省令第 1〕 、工
事堺場における標示施設等の設置基準 (平成26年 10月 1日一部改訂版滋賀県土木交通
部)、 道路工事保安施設設置基準 (案)(建設省道路局国道第一課通知昭和47年 2月 )
に基づき、安全対策を講じなければならない。

(工事現場における標示施設等)

受注者は、工事現場における標示施設等の設置基準 (平成 26年 10月 1日 一部改訂版
滋賀県土木交通部)に基づき、標示施設および防護施設の設置および管理をおこなわなけ

配置場所 交通規制対象工種 交通誘導員 編  成 昼夜別
交替要員

の有無

市道南浜湖岸線 交通規制を行う工種 1名/日 交通誘導員B l名 昼間 空離



ればならない。

受注者は、工事標示板等の製作にあたつて事前に「工事種別」および「工事内容」につ

いて監督職員の確認を受けなければならない。

工事内容

工事種層u

1-1-1-40 保険の付保及び事故の補償
(法定外の労災保険の付保)

本工事において、受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。

第 3編 土木工事共通編

第 1章 総 則

第 1節 総 則

3-1-1-16 創意工夫
当初請負代金額が 250万円以上の工事について、工事成績評定においての高度技術、
創意工夫または地域社会への貢献 (以下「創意工夫等」という)に姑する評価は、施工計
画書にそのことが記載され、または事前に受注者から自主的に創意工夫等にかかる資料が

監督職員あて提出され、それらの項目が創意工夫等に該当すると判断し、施工等に反映さ

れていた場合に評価するものとし、実施前に施工計画書に記載または資料等の提出がなさ

れていない場合は評価しないものとする。

OOOOOOを
なお しています

平成 0年 O月 0日 まで
時 間 帯  21:00～ 6:00

発注著 滋賀黒OO地照振興周建設管理薔田
電艦 OOOO― OO― OOOO

施工著 OO建設株式会社
電艦 OOOO― OO-0000

舗 装 修 繕 工 事

ご迷惑 をおか け します



1

(その他の特記事項 )

!損害賠償
工事施工に伴い、通常発生する物件等の破損の補修費および騒音。振動・濁水 。交通

障害等による事業損失に係る補償は、受注者の負担において行うものとする。

2.地元説明
受注者は、地元説明において、施工方法・工程 。交通対策・安全対策等について関係

者が納得するまで十分説明し工事着手すること。安全対策については、工事途中におい

て住民の意見等を聞きながら、見直し改善しt第二者のより安ハェ!性を確保して実施する
こと

3.交通安全対策
本工事施工区域において、十分交通安全対策については配慮し、各施工時には必要な

保安施設および交通誘導員を配置しなければならない。

(1)′ 標識類、防護柵等の安全施設類に付いては、現場条件に応じて設置するほか、警察

等第二者との協議に基づき実施するものとする。

(2)通行止めによる施工箇所については、迂回路、工事期間、受注者名および施工主体
名等、道路使用許可条件に付された内容を明示し、特に緊急連絡体制や夜間照明施設

の保全体制を監督職員に提出のこと。

(3)工事施工にあたり、当該工事施工区間内である主要地方道および市道を対象として、

工事車両の運行経路および掘削機械等の重機の使用計画を監督職員に提出するととも

に、事前に書面等により道路管理者および周辺住民等に、了解を求めなければならな

い 。

(4)冬期においては、積雪および凍結対策についても、十分対応しなければならない。
(5)工事の施行に当たつては道路交通法第77条による所轄警察署長の道路使用許可
を得、許可条件を遵守すること。

また、施工箇所を通行する地元住民への事前広報を徹底し、理解を得ると共に、工

事警戒標識等を十分に設置して各種事故防止に努めること。

4.J土曜閉庁における作業について

受注者は、工事実施の都合上、土曜日等に作業を行う場合は、共通仕様書第 1編 (1-
1-1-36)に よるものとする。

5.資源の使用抑制について                     |
本工事における工事用重機 。車両等の使用にあたつては、アイドリングネトップや効率

的な運転を行い、省エネルギーに取り組むこと。

6と その他               ヽ

その他、本仕様書に記載なき事項については、監督職員の指示によること。



再資源化等報告書

令和  年   月 日

(発注者)

氏 名 (法人にあつては商号又は名称及び代表者の氏名)

(郵便番号   ―   ) 電話番号   一

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第18条第1項の規定により、下記のとおり、
特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したことを報告します。

記

1.工事の名称

2.工事の場所

様

3.再資源化等が完了した年月日

41再資源化等をした施設の名称及び所在地

令和   年   月 日

ききれない イま月町紅研こ

5i特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用          万円 (税込み)

(参考資料を添付する場合の資料) ※資源有効禾町用促進法に定められた一定規模以上の工事の
場合など

「
再生資源利用実施書 (必要事項を記載 したもの )

「

再生資源利用促進実施書 (必要事項 を記載 したも

(注)本様式は法第18条第 1項に規定する特定建設資材廃棄物の再資源化等の完了時に報告を行う場合の標準様式を
示したものです。なお、規定により少なくとも3, 4, 5は 書面により報告しなければならない。

所 在 地特定建設資材廃棄物
の種類

施設の名称



様式1 再生資源利用計画書
1.工事概要

一建設資材搬入工事用一  ※網掛け部分は必ず記入してください。その他の部分
Iごっぃては、可能な限り記入してください。

R.  年   月  E舘入年月日

工事責怪着

圏査票日0入者

滋

常 負会 社 名

(  )
(  )基注所在地

 1 1鳥(  )

発注担当者チェ

"糧
担当者

発 注機圏 名

御 月   日

積負金顔
Fザぜそ増島iFゴ

工 期
年

月

月 苗まで
道

県

区

村

市

町 貯府

騨

工 事 名

工事施工場所

工事撤 要 等

2,建設資材利用計画

僚
一
階

姓
餌

階 数建 簗 殺

床 面 積

再生資源

利用率
内容 再生受材の供給元場所住所”藤一

再生資源の供給元施設、工事等の名称再生資材利用丘 (D)

小数点第三位まで
用規 格小分 類

分 嚢

特
定
建
設
資
材

そ
の
他

の
建
設
資
材

:   な抑

盈零赤紀
筋ウケリ4二 文́製品 (Oo再生骨材 )

鰤 圭争酪

瘍 生木受ポード

とその他

a郎さい  4そ の他

2轟生密粒度アスコン

蒔だ甥膳レタレ
霜翌害欝路坊諄看堅発避諏鷲琳他再生材) 0その他

露影摘叩レ

記需需要臨 材(轟諄誤Υ
土
 甲 筆圭
土

:鵞浙亀
お持ド

&ぞ所語
整辟石

2.その他

3鮎さい   4単 粒療お子石

2本質ポード

猿爾子と韓 観入ください



様式2 再生資源利用促進計画書 一建設副産物搬出工事用二 ※網掛け部分は必ず記入してください。その他の部分については、可能慮限り記入してください。

1.工事 概 要  表面(株式1)に必ずギ記入下さい

2.建設副産物搬出計画

裏面

現 場 外 出 に つ い て
再生資源コl用

促 進 率

搬 出 先 1名 称
(%)

d
移|
卜` 〕|

レ| 口t

的I

け| H

"I
ウI H

¬

d 樹

とI

低 山 _1

誌 | 91

4■lJ

五毛二|

/

/
/

多
剥

4由 ilょ ″

趨

トン

トン

トン

“

111評

1

¬

滅 量 化

③議量化a

/

左

本

た

/

L

イ

/

/

イ

/

/

孝

て

イ

/

イ

科―ド

イ

症
　ィ

〓
　ィ

観 」と白 利用

(観翻等)

ドンと ⅢⅢン

卜J`i

懇! 卜多

d トン

=
―
=
=

と

会山障置

娘lと濯
―

l

曇山ぶ

転
―
爛

1■ lJJれ 4

【
Ⅲlll_ここ い tll_l

卜』

卜J
卜J
卜J_
d
卜」

尋
平
汁
横J!J

竿
竿
硝llJ

Ⅲ止:己 /

の 種 類

ヨン雰r…Ⅲ増

け0-ぶ

登Rくす

`れ

,情う

れた0案切

建設発生■

錦
め泥土

議

合 計

4ヨ

1】

建

設

鹿

築

物

建
設
発
生
■

注配 )

謡 工贔   騒朝嚢雛魏沼屡鰺研
糠簿路昌驚懲糧占髯督貫叡獄私選処理施鋤
0.中間処理施a碇 (サーマルリサイクlレ,
7中問

'匹

理施設 (単純焼却)
就鐵 賤解 堪 難 期ょ記入し嫌 くだれ

※ 6、 9.10へ細Ⅲ出した
'3合
は、有効利用とみなされません .



様式3 再生資源利用実施書
1.工事概要

一建設資材搬入工事用一 ※網掛け部分は必ず記入してください。その他
の部分については、可能な限り記入してください。

R^  年   月  E記入年月日

工事責任者

調査棄記入者

箭 負会 社 名

弓

(

(

)

令社 所在 地
 |

(  )

発注担当者テェック福

担当者

発 注 織 閥 名

t万円未満四捨五入

了年月日

令和    年    月   日

縮負金額

工 期
年

月

月

自から

日本で

都

府

・遠

県

区

村

市

断 叶

工 事 名

工事施工場所

工 事概要等

2.建設資材利用実施 *

階

殖

上
　
下

地

地
階 数

騨
禁 面積

再生質源

利用率

坤

碧

斎

再生資材の供給元場所住所内容種類

:現 (再生資材

再生資源の供給元施設、工事等の名称再生資材耳tl用登(a)

小数点第二位まで

響

一i一
ドレ

―
トン

主な利用用途

コードお

規 格
分 類

小 分類

特
定
建
殴
責
材

そ
の
他

の
建
設
資
材

再生A君 )

々零缶種
筋・ シクリ
ートニ攻堅 品 (C。再生骨材 )

軒き曇覇藝垂圭醤釧 篭

をその他

2再生木営ポード

3鉱さい  ■その他

:覇覇紘 ,レ

要々望著留0元4讐異製潮 他再生材) ,その他

亀黒発髯綸  (騨誤ご声
上告轟甲窪生
土

2その他

〔捧寵
妻律石

2.ホ質ボード

3鉱さい   4担 触震碑石

ζ著著彰文祭皇Fボ
~ド
  :博孫霜
奮ボード

:β甥 泳葛ヵ,レ
8その他

暴観1'も気穏入くださと`



様式4 再生資源利用促進実施書 一建設副産物搬出工事用工 ※網掛け部分は必ず記入してください。その他の部分につしてはヽ可能な限り記入してくださしち
裏面1工事 概 要  表面 l様載司)に必ずど記入下さい

2建設副産物搬出実施
´

逆組)

現 場 外 出 に つ い て 再生資源利用
促 越 早

卜J
卜J

し|

↓I 筑

卜ク` |

出∬:蘭 el

/

/

/
/

/
/
/
/

逹blll洋

トン

トン

トン

トン

― 中 世 '… ヤ 晴
…
将 rT

搬と先イI :公表
'言

召!:「I ! :,こ こIS I弟 子機 尋

函陽下下
~~ ~~~―――― ――

T―
――~~~~~― ―

〒五臣ξ講  ~   ■ :FfオliI:,:キ mt

r__.・_峯 十一 … 瑶 爵 詐 甘帯工‐ 一エー 十紹鴎梓 課騨ふ

緞 .…

…
……品・革―慕皇醤唱路_工弓トエ 

ー‐五_年ニエ

…

        紳

蔓弓昌罫}・            挙:電選翼|｀Ⅲ

雲B先 11 :公表 民間こ I :::i:li;::kお f

十 :公表 民間こ   : : 【三二要ミ::こ ::km,
出発21 :'公表 民間 ミ 「 II:ii::こ :稿 :

減 量 1岳

③滅量4ヒ月

/

イ

才

マ

/

才

才

/

/

/

イ

/

/

本

/

才

/

/

イ

/

■ド

現 鳩 内 痢 用

臨 靱
将

―
=

す
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4土貿改良プラント         9境 葉物量終処分場(覆上以外の受八)
0工事予定地・仮E鶏・スト。′,々―ド   10注捨塙・残土処分場
(再利窮の目的がある場合)

争桜塞轟蓮覇捜 1こょる処理 
蠣 柔物
→
終処分増餡 睦処分つ

■中間処理施設 (アλファルト台材オカト)
0中間処理籠厳(書材フ'カト以外の再処理施設〕
ミ中間処理施設 (サーマルツサイク

')■中間処理施設 (単嬢焼嗣 )

・一般鹿棄朝は記入しないてください。
・よ撃汚巣対策法に基づき処理すると壊は寵入しないで∝ さし

送 6、 9、 10へ 穀出した場合は、有効蕪11日 とみなされません .



排出ガス対策型建設機械の表示 (ラベル)、 オフロード法卜の表示 (ラベル )
※特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律 (平成 17年法律第 51号 )

「一般工事用機械」の枠内の表示 (ラベル)が貼られた建設機械は、土木工事共通仕様書等に規定される排出ガス
対策型建設機械として、直轄工事での使用が可能です。                           '
(参考)ナンプ〔―を取得している特殊車両であうて、平成15年の排出ガス規制 (第 2次基準と同等)に適合した特
殊車両には、自動車検査証の型式欄に 2桁の識別番号 (SA―′SB―′SC―テSD―)が記載されています。平成18年
以降の排出ガス規制 (第 3次基準、オフロード法2006基準、2011年、2014基準と同等)に適合した特殊車
両には、自動車検査証の型式欄に3桁の識別記号が記載されています。

.mtit, 25551.O com m 01

(ラ匈 レ)

オンロ…ド法 字011等基準迪合表示 (ラベル)i少数特伊l表示 (ラ
～
レ)

録  (ラ剌 レ)

オフロード法 2014毎ヨ浄適台雲示 (夢ベル) i′)数特例表示 (ラNレ)

「トンネルエ事用機械」の枠内の表永 (ラベル)が貼られた建
設機械は、土木工事ズ通仕様書等に規定されるトンネルエ事用

排出ガス対策型建設機械として使用が可能です。

(参考)ナンパーを取得している特殊車両であうて、平成23
年以降の排出ガス規制 (オフロード法2011年、2014
基準と同等)に適合した特殊車両 (自動車検査証の型
式欄に3桁の識別記号があり、最初の記号が「U」 、
「W」 、「X」 又は「Y」 であるもの。)は上記と同
等の

"Fガ

ス1生能を有します。
http:〃wWwimlit,goijp/commOn/oo1025551.pdf

第■次墓拳値

:第 2次基準値

ォフB―ド巌 !2006年甚拳達合表示 (ラベル)、 少数特倒森承 (ラベル)

第 3

2014.1.291反



産業廃棄物を収集運搬される方ヘ

廃棄物処理法施行令・施行規則の改正に伴い、

平成 17年4月 から
「産業廃棄物収集運搬車に表示および書面備え付け」

が義務付けされますb

一部の悪質な事業者による産業廃棄物の不法投棄が多発する中、運搬車に紺する取締りを強化するこ

とが大きな課題となっていますもそのため、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則」が改正され、
走行中の運搬車が産業廃棄物を運搬していることを明確にし、また、適正な運搬を行つているかどうかを確
認することが出来るように、産業廃棄物の収集運搬車に係る表示及び書面備え付けをすることが、平成17
年4月 1日 から義務つけられることとなりました。
産業廃葉物収集運搬業の許H業者の方は ぅヽちろん、自己で運搬される方も当以下のような表示及
び書面備え付けが必要となりますので、この新しいルールを守り、産業廃棄物の適正な収集運搬に努め
ていただきますようお願いいたします。

運搬車を用いて産業廃棄物の収集及び運搬を行う場合には、以下の事項を車体の両側面
に見やすいように表示しておくことが必要です。
(許可業者の場合)
・産業廃乗物の収集又は運搬の用に供する運搬車である旨
・許可業者の氏名又は名称
・統一許可番号 (下 6けた)
(自 己運搬の場合)
・産業廃棄物の収集スは運搬の用に供する運搬車である唇

1

・事業者の氏名又は名称
(市町村 1都道府県の場合)
。産業廃棄物の収集又は運搬の用に供する運搬車である旨
・市町村又は都道府県の名称
*表示例を裏面に記載していますので、参考にしてください。

【産業廃棄物運搬車に必要な表示内容】

【備え付ける書面の内容】
運搬車を用いて産業廃棄物の収集及び運搬を行う場合には、当該運搬車に
付けておくことが必要です。
(許可業者の場合)
i産業廃棄物収集運搬業の許可証の写し
・産業廃乗物管理票 (マニフェスト)(なお、電子マニフェストを使用する場合は、電子マニフ
ェスト加入証の写し及び運搬する産業廃乗物の種類・量等を記載した書面又はこれらの
電子情報とその情報を表示できる機器 )

(自 己運搬の場合)        を'

。「氏名又は名称及び住所」、「運搬する産業廃棄物の種類及び量」、「運 l月党する産業廃棄物
の積載日並びに積載した事業場の名称、所在地及び連絡先」、「運搬先の事業場の名称、
所在地及び連絡先」を記載した書面

(市町村・都道府県の場合)
。事務として行う産業廃乗物の収集又は運搬の用に供する運搬車であることを証する書面

次の書面を備え



表示上の注意点
・ 車両の両側面に鮮明に表示
・ 表示例はマグネット式を想定しています。この内容が含まれていれば表示場所、材質(糊付けステッカ

ー、

ボディペイント)等は特に制限がありません。

滋賀県循環社会推進課廃棄物対策室
077-528-3474

南 きB]環境 事務 所    077-567-5444
甲賀環境 事 務 所    0748-63-6134
東 近 江 :環境 事 :務所  0748-22-7758
湖東 環 境 事務 所    0749-27-2255
湖北環境事務所

´
0749-65-6650

湖西環境事務所   0740-?2-6066

産業廃棄物の収集又は運搬
の用に供する運搬車である

旨の表記
・識別しやすい色の文字
。140ポイント以上の大
きさの文字(※ )

事業者の氏名又は名称
・識別しやすい色の文字
・ 90ポイント以上の
大きさの文字(※ )
注)「氏名又は名和」は、許
可業者は、許可証記朝
のもを記入する。

*許可業者の場合に跡要
統一許可番号 (下 6けた)
・識別しやすい色の数字
990ポイント以上の大き
さの数字(※ )

麺三産業廃棄物収集運搬

肥互三株式会社 OO産 業

4563 12

<その他注意事項>
①「運搬車Jと |よ 道路運
送車両法に規定する自
動車で、道路以外にお
いてのみ用いられるも
のは含まれません。

②表示位置は任意(ドア、
荷台側面等)ですが、鮮
明かつ見やすいように

表示しなければなりま
せん。

③「見やすいように」とは、
常識的判断によります。
下地や背景色と同系色
は好ましくありません。

④特別管理産業廃棄物
についても同様の扱い
とします。

(※ )」IS Z 8305で規定されている大きさ
1ポイント=O.3514mm
刊40ポイント≒4,9cm  i
OOポイント ≒3.2cm



様式第4号 (第十条関係)

低騒音型建設機械の標識

様式第 6号 (第十条関係)

の肺

備考 1.色彩は地を緑色、文字を黄色、
その他の部分を白色とする。

2.外円の直径は80mm以上とする。

備考 1

2

色彩は地を青色、文字を黄色、

その他の部分を自色とする。

外円の直径は80m騨 以上とする。

様式第 5号 (第十条関係)

超        の標識 :

備考 1.色彩は地を青色、文字を黄色、

その他の部分を白色とする。

2.外円の直径は80mm以上とする。



別紙様式第 1号

滋賀県長浜警察署長 様
長  浜  市  長  様

令和 年 (20 年)月  日

不当要求
業務妨害

不当介入〔 〕事案通報書

酒二1

2
3

r桶 報 者 Ⅲ

第二報は、この様式に必要事項を記入したうえ、長浜警察署刑事課あて電話で行った後、

その旨を  「警察への通報状況」の欄に記入して発注者及び長浜警察署あて送付 (電子
メール・FAX可)すること。

不当介入の行為者の名刺、提示物等の参考資料がある場合は、その写しを添付すること。
下請負先 (再委託先)において発生した場合であつても、必ず元請負人 (発注者)が聞
取り調査をして記入し、通報すること。
※の欄は、警察署において記入すること。

※

1滋

賀県 警察署

課取扱署等

請 負 者

所在地

(本社 ) 電話 (

FAX (

)

)

(現場事務所 ) 電話 (

FAX (

)

)

名 称

代表者
(現場事務所の代表者 )

通報者

等

(通報者の職 。氏名 )

電話 (   )

( 応者)

所属会ネ土名 電話 (   )
氏 名

役 職

不当介入の

行為者

住所 電話 (

FAX (

)

)

所属

役職

氏名

発生 日時
・場所

令和  年  月  日 時  分頃
〔元請 。下請〕(下請の場合は、現場事務所の所在地) 電話 (′

FAX  (

)

)

工事件名

不当介入の

内容 。被害

の状況

警察への
通報の状況

(警察人の通報)

(通報先警察署)

(通 幸R日 時 )

有 ・ 無

滋賀県

令和  年
警察署

月

課

日 時 分頃

4



(下請負人用)

誓  約  書

(あて先)

長浜市長 浅見宣義
作 所

首暑主ナーl士名称

代表者 職・氏名 EΠ

以下に掲fずるすべての項目について、事実と相違ないことを誓約します。

1 次のいずれかに該当する者ではありません。    ・
(7)役員等 (下請鼻人が個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員をい
い、支店 H営業所等の場合にはその代表者を含む。以下、「役員等」という。)が暴カ
団員による不当な行為の防止等に関する法律 (平成 3年法律第 77号 )第 2条第6号に
規定する暴力団員 (以下、「暴力団員」という。)であると認められる者

(イ)暴力団 (暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2条第2号に規定する暴
力国をいう。以下、「暴力団」という。)または暴力団員が経営に実質的に関与してい
ると認められる者

(ウ)役員等が、自己、自社もしくは第二者の不正の利益を図る目的または第二者に損害を
加える目的をもつて、暴力団または暴力団員を利用するなどしたと認められる者

(工)役員等が、暴力団または暴力団員に対して資金等を供給 L・ .すたは便宣を供与するな
ど直接的または積極的に暴力国の維持または運営に協力し、または聞与していると認め

られる者

(オ)役員等が、暴力回または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られる者

2 長浜市から役職員名簿の提出を求められた場合には速やかに提出するとともに、本誓約書
および役職員名簿を長浜警察署及び木之本警察署に提供することに同意します。

3 下請負人等を使用する場合において、長浜市から下請負人等の誓約書および役職員名簿の
提出を求められた場合には、速やかに下請負人等から誓約書および役職員名簿を徴し、元請

負人を通じて長浜市に提出しますと

記


